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e-learning の定義
「コンピュータを介する学習（インターネット、e-mail, チャット、ビデオ会議、Virtual School, Distance Learning, CD-ROM等）」

· インターネットの普及に関してグラフにより概説
【１】 e-Japan 戦略
1-1  2001年1月22日　「IT 戦略会議・最終報告」　序文より抜粋
我が国は、21世紀を迎え、すべての国民が情報通信技術（IT）を積極的に活用し、かつその恩恵を最大限に享受できる知識創発型社会の実現に向けて、既存の制度、慣行、権益にしばられず、早急に革命的かつ現実的な対応を行わなければならない。超高速インターネット網の整備とインターネット常時接続の早期実現、電子商取引ルールの整備、電子政府の実現、新時代に向けた人材育成等を通じて、市場原理に基づき民間が最大限に活力を発揮できる環境を整備し、我が国が５年以内に世界最先端のIT国家となることを目指す。→　2005年度が完成年度
IT戦略会議本部：森総理、額賀IT担当大臣、町村文部科学大臣、企業、大学、自治体、他
1-2  2001年3月29日　「e-Japan 重点計画」７項目設定
「教育及び学習の振興並びに人材の育成」
＜目標＞1) 2005年のインターネット個人普及率予測値の60％を大幅に上回ることを目指し、すべての国民の情報リテラシーの向上を図る。 

2)小中高等学校及び大学等のIT教育体制を強化するとともに、社会人全般に対する情報生涯教育の充実を図る。 

3)IT関連の修士、博士号取得者を増加させ、国・大学・民間における高度なIT技術者・研究者を確保する。併せて、2005年までに3万人程度の優秀な外国人人材を受け入れ、米国水準を上回る高度なIT技術者・研究者を確保する。
1-3  2002年6月18日「e-Japan重点計画2002」
「アジアにおけるe-Learningの促進（経済産業省）」
　2005年度までに、「アジアe-Learningイニシアティブ10」に基づき、アジアe-Learningネットワークを形成し、e-Learning市場形成のためのシステム構築を図るとともに、アジア全体で研修の実施やコンテンツの開発を行い、e-Learningコンテンツに関するアジア発の国際標準の策定・普及を行う。

1-4  2005年2月24日　「IT政策パッケージ2005」完成年度にむけて
　目標の年を迎えた今、取組を緩めることなく、利用者の視点でラストスパートをかけるとともに、引き続き世界最先端であり続けるための取組を行ってゆく必要がある。このため、ここに「IT政策パッケージ-2005」を策定し、行政サービス、医療、教育など国民に身近な分野を中心として取組をさらに強化するとともに、ITがもたらす問題点を克服する。「e-Japan重点計画-2004」の確実な実施に加え、この政策パッケージを早急に実行することにより、ＩＴ利用・活用を一層進め、国民がＩＴによる変化と恩恵を実感できる社会の実現に向けて取り組んでゆく。
生涯学習の推進 

 ○ 誰でもいつでも能力向上を行う機会の提供（経済産業省、文部科学省、厚生労働省） 

2005年度中に、フリーター等が、いつでもどこでも手軽に職業能力の向上ができるｅラーニングを活用した学習支援システムの仕組みの構築を目指し、実証的なモデル事業を行うとともに、ｅラーニングに関する情報を提供する仕組みの整備等を通じ、ｅラーニング活用促進のための環境整備を図る。
1-5  2006年度以降への布石　「人材・教育」 

　人材については、2006年以降も引き続き、ＩＴ専門家の育成と一般国民のＩＴ能力の向上を行っていくことが重要となる。そのため、どのような人材をどのように育成するかといった中長期的な方針を掲げ、IT活用による教育効果などを事後的に評価しながら、戦略的に人材育成を進めていく体制を整えていく必要がある。 

一般国民のＩＴ活用能力の向上については、学校教育でのＩＴ利用を通じて若年世代の能力が高まってきている一方、ＩＴに触れる機会の少ない人たちが取り残されていくことが懸念される。このため、公共的なスペースを使ってＩＴに触れる機会を提供するとともに、利用に対する心のバリアを取り払う取り組みを平行して行っていく必要性がより高まるものと予想される。 

　学校教育でのＩＴ活用については、これまで、パソコンの整備やインターネット接続、あるいは教育用コンテンツの開発等の環境整備に取り組み、教育の情報化を進めるための基盤は出来つつある。今後は、これらを有効に活用し、ＩＴの持つメリットを最大限に活用して、いかに教育効果を高めていくかが課題になる。そのため、豊富なデジタル教材が提供される工夫など、整備されたＩＴ機器を効果的に活用する経験を蓄積し、そのノウハウを全国的に普及していくことが今後重要になる。また、高等専門教育では、ＩＴを使うことで、時間、空間の制約がなくなり、教育を受ける機会が大きく広がる可能性があり、急速に革新する技術水準にキャッチアップする必要のある社会人技術者等のニーズに対応することも重要である。 
＜関連する施策＞ 

1) インターネット大学・大学院の設置基準の改正（文部科学省） 

2) 授業等におけるネットワーク型教育用コンテンツ活用の推進（文部科学省）

【２】アメリカの場合
2-1 　e-learningの成功例

a) United State Distance Learning Association：２３０万人が参加
b) The University of Phoenix Online：1976年から１７万人が学位取得 
6000人が現在参加
c) e-College：１４０万人参加
d) MIT：Open Courseware 2001年開始、現在900コース
2-2  Visions 2020 (The Secretary of Education 2002)

a) テクノロジーの進歩に教科書が遅れている

b) Communication fluency < Collaboration fluency

c) 2020年の教室は教室の壁がなくなり、Classroom という単語は存在しなくなる
d) Ubiquitous computingの環境整備の充実、人工知能を持つAvatarの登場

e) Superhighway Secondary School, 誰もがうらやむ大学

2-3  Microsoft社の予測
a) 幼児教育におけるIntelligent Toysの普及
b) 通学制か在宅制か、保護者が選択する

c) Virtual Mentor 

d) 図書館のデジタル化

e) プロジェクト中心の学習形態
【３】イギリスの場合

3-1   e-Universityの大失敗
・2000年2月　e-University Project 構想
・2003年9月　16種類のコースでプロジェクト開始
・2004年2月　プロジェクト中止　

・6200万ポンドの予算のうち5000万ポンド（97億円）を支出
・一年目5600人の見込みが実際の参加者は900人
・海外では北京、シンガポール、クアラルンプール、韓国をターゲット

・最初の6年間で１１万人、10年間で２５万人の受講を見込んでいた

・個別大学のe-learningを支援する方向に軌道修正
・Edinburgh Interactive University23カ国、75000人, Aberdeen などは成功

3-2  敗因
a) あまりに理想が高すぎた。A highly ambitious project

The UK government was keen to set up the e-University project to ensure the UK would be a major player in this market (Third Report of Session 2004-05, p20).

b) プロジェクト責任者Dr. Kim Howells, Minister of Higher Educationの発言

We probably could have done with more time in terms of looking around the world, perhaps not reacting as quickly as we did to what we perceived to be great threats coming mainly from America of our own students being captured to do degrees by universities like Phoenix and so on (Third Report of Session 2004-05, p30).　8 Nov. 2004
c) なんでもインターネットでできると思っていた。テクノロジー威力の過信

d) 市場調査の甘さ　民間調査会社を通さず、政府主導の調査に基づいた

e) e-business の専門家はいたが、e-learningの専門家はいなかった

f) 英米の教育思想の違い：米は目の前にある情報を自分で処理させるが、英はそのプロセスに力点を置く
g) 伝統授業を取り入れなかった。Blended learning の形態をとるべき
h) 世界各地のBritish Council との協力がなかった
i) 1，2年目はネットで、3年目は本国で勉強させる形態を採用すべきだった
j) 予算の三分の一はplatform開発に使用
k) アメリカで成功している U of Phoenix, e-College を参考にせず、イギリスブランドをめざしすぎた
l) e-learningで大切なのはテクノロジーではなく、human infrastructureである
【４】国連の動き
4-1  Digital divide への懸念

a) ８億人の大人が「読めない」、６歳から１１歳までの子供のうち１億人が学校に行っていない、これらの90％は発展途上国(2003年UNESCO)
b) 2005年3月現在、全世界のインターネット普及率13.9% このうち10カ国で66％
（Sweden, Hong Kong, Denmark, Norway, U.S., Australia, Netherlands, Iceland, Canada, South Korea）

4-2  Global Virtual Universityの活用

a) Education for Sustainable Development:Towards a Global Learning Spaceが
キーワード

b) Specific attention will be given to online learning and contributions of the media and, in general, institutions providing non-formal education ….(Mobilising for Education Sustainable Development 2005, p1)
※ Norway: distance learning ではface-to-faceの感覚を生じさせることが成功への道
【５】日本の場合
5-1 大学設置基準

（授業の方法） 

第25条　授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとする。 

２　大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，前項の授業を，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室以外の場所で履修させることができる。 

３　大学は，第1項の授業を，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室以外の場所で履修させる場合についても，同様とする。 

（卒業の要件） 

第32条　卒業の要件は，大学に4年以上在学し，124単位以上を修得することとする。 

４　第1項の規定により卒業の要件として修得すべき124単位のうち，第25条第2項の授業の方法により修得する単位数は60単位を超えないものとする。

5-2 1997年12月18日　大学審議会「遠隔授業」の大学設置基準における取扱い等について（答申）

（１）通学制の高等教育機関における「遠隔授業」の位置付け 

テレビ会議式の遠隔授業も，一定の要件の下に行われる場合には，上に述べたような直接の対面授業が有する教育上の効果を十分確保することが可能である。したがって，大学設置基準において，大学は，一定の要件を満たす場合には，大学設置基準第２５条に定める授業を隔地間で行うことができる旨を定めて設置基準上の位置付けを明確にし，各大学が適切と認める場合には積極的にその活用を図ることができるようにすることが適当である。すなわち，大学設置基準において，直接の対面授業と並んで実施可能とする「遠隔授業」は，具体的には次の要件をすべて満たすものとすることが適当である。

a) 現行の大学設置基準第２５条の授業を，隔地の教室，研究室又はこれに準ずる場所において同時に行うものであること。（同一校舎内の複数の教室間を結んで行う場合や，送信側には教員のみがいて学生がいない場合も含む。）

b) 多様な通信メディアを利用して，文字，音声，静止画，動画等の多様な情報を一体的かつ双方向に扱うことができる状態で行われるものであること。

c) 大学において，直接の対面授業に相当する教育効果を有すると認めたものであること。

5-3  2001年3月30日　大学設置基準の一部を改正する省令の施行等について（通知）
大学設置基準第25条第2項の規定に基づき，大学が履修させることができる授業（いわゆる「遠隔授業」）については，平成10年文部省告示第46号により規定されてきたところであるが，インターネット等の情報通信技術の進展にかんがみ，従来のものに加え，毎回の授業の実施に当たって設問解答等による指導を併せ行うものであって，かつ，当該授業に関する学生の意見の交換の機会が確保されているもので，大学において，面接授業に相当する教育効果を有すると認めたものを遠隔授業として位置付けることとしたこと。

5-4  バーチャル・ユニバーシティ

2000年3月　「バーチャル・ユニバーシティ研究フォーラム」

夜間や昼夜開講制、通信制の大学院は、2004年度は夜間大学院が10大学12研究科、昼夜開講制の大学院は83大学256研究科。通信制大学院は、2005年4月現在、19大学（放送大学を含む）開設。さらに、東北大学インターネットスクール、信州大学インターネット大学院、日本大学大学院総合社会情報研究科などでは、インターネットを利用した授業やレポートの提出、討論などによる通信制修士課程を設置。
5-5  Japan OCW Alliance 2005年3月誕生

大阪大学、京都大学、東京大学、東京工業大学、早稲田大学、慶応大学

ただし、単位は出ない
5-6  e-learningに関する実態調査：メディア教育開発センター

【６】 e-learning教材作成

6-1  Learning Management System (LMS)の活用
a) WebCT, Blackboard, Moodle, WebClass, exCampus等、多数 
b) 東京大学情報基盤センター2003年開発　CFIVE

6-2  インターネット上から活用
a) 既存のCourseware 

b) Courseware 以外のもの ex. Eliza, schMooze, chatterbot, avatar

【７】教師のジレンマ
伝統的概念との比較において学校とは、授業とは、教育とは・・・・。
【８】まとめ
8-1  第一期 e-Japan 戦略の総括と第二期の開始　→　e-learning のさらなる促進
8-2  Rogers (1983) のDiffusion Modelによる展望
8-3  携帯電話の活用

8-4  NEET、フリーター、不登校、ひきこもりの児童、生徒、学生、成人への支援

8-5  大学の英語教育において
大学１，２年　教養課程　EGP (English for General Purposes)
大学３、４年　専門課程　ESP (English for Specific Purposes)
a) 高校から大学への入門期のe-learningの存在　→　リメディアル教育

b) 大学のEGPからESPへの橋渡し的なe-learningの存在
c) カリキュラム上に通常授業と並列してe-course の設置
d) 経営戦略としてのe-learning
8-6  Information Technology からInformation and Communication Technology へ
8-7  e-teachingの研究
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